




目標未達成の指標（主なもの）に係る要因分析及び対応方針

基本目標 進捗・達成状況 要因分析 対応方針

R３目標値 480人

R３実績値 663人

R３目標値 180人

R３実績値 160人

R３目標値 ▲1,050人

R３実績値 ▲1,283人

R３目標値 294万人泊

R３実績値 157万人泊

R３目標値 1.64を上回る

R３実績値 1.56（概数）

○本県に強みや素地がある分野や今後の成長が見込める分野の製造業をはじめ、若者の就
業機会の創出や各種産業の成長に必要不可欠になっているIT関連産業や比較的規模の大き
な企業の本社機能の移転など、県内高校生や大学生等（県外進学者を含む）の地元就職や
UJIターンを誘引するような、多様で魅力ある企業の誘致を推進する。

○企業立地に必要な用地を確保するため、市町の産業用地整備の支援を行うとともに、県
でも大規模な産業用地の整備を推進する。

新規就農者数

○新規就農者数は、令和３年度は160人と、目標を達成することはできな
かったものの、令和元年度は172人、令和２年度は166人と、ここ３年は160-
170人前後の推移で、３年間の新規就農者数は目標値の92％にある。

○トレーニングファームや就農啓発セミナー開催などの取組により、平成29
年度より57人の増加となった。新規就農者のうち若い世代（45才以下）が
85％（136人）を占め、就農ルート別では、新規学卒13人、Uターン48人、新
規参入42人、法人就業57人となり、法人就業が全体の36％を占めており、過
去10年間で２番目に多かった。

○新型コロナウイルス感染症の影響により、就農啓発イベントやセミナーが中止または縮小開催
したことなどにより、意欲的な就農希望者の掘起こしが十分にできなかったためと考えられる。

○就農前から就農して経営発展するまでの各段階に応じた切れ目のない支援や事業を実施する
「佐賀段階『農』の担い手育成プログラム」で、トレーニングファームや就農啓発セミナー開催
などの取り組んだ結果、平成29年度より57人の増加となった。新規就農者のうち若い世代（45才
以下）が85％（136人）を占め、就農ルート別では、新規学卒13人、Uターン48人、新規参入42
人、法人就業57人となり、法人就業が全体の36％を占めており、過去10年間で２番目に多かっ
た。

○就農希望者にとっては、栽培技術や経営ノウハウの習得、農地の確保、資金（設備投資、運転
資金）調達、ネットワークづくりなどが障壁となっていると考えられる。

○就農前から就農して経営発展するまでの各段階に応じた切れ目のない支援や事業を実施する
「佐賀段階『農』の担い手育成プログラム」に取り組んできた結果、新規就農者数は増加傾向に
あるが、目標の達成はできていないことから、今後も市町、ＪＡ、生産部会等が一体となった地
域での新規就農者の受入体制を整備していくことが必要である。

○次代を担う意欲ある新規就農者を確保するために、新規学卒、Ｕターン、法人就業、新
規参入など、多様な就農ルートそれぞれに応じた総合的な支援を実施する。

○また、これまで県が関係機関と連携し、モデル事業として取り組んできたトレーニング
ファームにおける新規就農者の確保・育成のノウハウを他の地域にも波及させるために必
要な事業を実施していく。

○佐賀農業をＰＲするためのホームページを魅力的な内容に仕上げるとともに、オンライ
ンイベントの開催などを行い、就農希望者の掘起こしを図っていく。

数値目標・ＫＰＩ

①ひとづくり・ものづくり佐賀

～安定した雇用を創出する～

立地企業の正社員雇用者数

○企業誘致件数は、、自然災害リスクが少ないといった本県の強みなどを産
業界に定着させるために実施した各種情報発信事業や積極的な誘致活動を展
開した結果、令和３年度19件と目標件数（15件/年度）を上回った。

○正社員雇用創出数は、令和３年度663件と目標件数（480件/年度）を上
回ったものの、３年間での正社員雇用創出数は約87％に留まり、目標を達成
できなかった。

○立地優位性等の認知度は短期的に大幅改善できるものではなく、経営判断を行う経営トップや
マネージメント層といったターゲットに届く広報を継続して行う必要がある。

○BCP（事業継続計画）やリスク分散に関する企業の意識の高まりなどを受け、企業からの問合せ
や既立地企業の設備投資が増えているが、企業の受け皿となる産業用地が不足し、企業のニーズ
に応じた産業用地の提供が難しい状況となっている。

○令和３年度は大規模な立地協定があったものの、多くの正社員雇用を生み出す大規模企業の立
地件数は、決して多いとは言えず、正社員雇用者数の大幅な増加までには至っていない。

○従来のコールセンターの誘致から、正社員雇用が見込めるIT系企業や本社機能などの誘致にシ
フトし、平成28年度から事務系誘致担当を設け誘致強化に取り組んだ結果、IT系企業の立地が進
んだ。

○市町を支援しながら企業誘致の受け皿整備を進めているが、適地の減少、開発に伴う各種法規
制、市町における起債制限などの財政上の問題や財政リスクへの懸念などから、今後必要となる
立地スペースを十分に確保できる状態までには至っていない。

②本物を磨き、ひとが集う佐賀

～本県への新しい人の流れを
つくる～

人口の社会減（転出超過）

○転出超過人数については、2021年は▲1,283人と目標値（▲1,050人）の達
成はできなかったものの、転出超過の値は３年連続で減少している。
（2019年：▲1,754人、2020年：▲1,715人）

○佐賀県は15歳未満の年少人口の割合が全国で３番目に多い（令和３年）にも関わらず、18歳か
ら22歳までの若者の割合は低下しており、高校卒業後の県外流出抑制や県内就職促進などの取組
が特に重要である。

○県内企業の魅力と合わせ佐賀県の暮らしの良さを県内大学生・短期大学生に発信した結果、県
内大学生及び短期大学生の県内就職率は、それぞれ31.5％、75.6％となり、目標の30％、70％を
達成した。「プロジェクト65＋（シックスティファイブプラス）」と銘打ち、県内高校生の県内
就職率65％以上を目指して取組を進めた結果、令和４年３月卒業生については、66.6％（速報
値）と目標を達成した。

○県外からの移住者数の増加に向けて、ＰＲ動画の制作及び交通広告、Web広告等で情報発信した
ほか、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、オンラインを活用した移住セミナーを実施
し、佐賀暮らしの魅力を伝えた。また、ワンストップ移住相談窓口の「さが移住サポートデス
ク」（佐賀・福岡・東京）を運営するほか、市町と連携してオンライン移住相談会を行うなど、
オンラインを活用した相談の機会を増やしたことにより、県（さが移住サポートデスク）の支援
による移住者数は過去最高の183人となった一方、令和２年度までで市町独自の移住支援施策が終
了したことにより、全体として移住者数は目標の685人を達成できなかった。

○県外流出を抑制し、流入を増やすため、引き続き、高校卒業者等の県内就職の流れの創
出、移住サポートデスクや移住相談会などの移住促進、企業誘致など県内企業就職促進な
どに積極的に取り組む。

<主な取組>
・「さが就活ナビ」は再構築を予定、SNSとの自動連携機能を搭載し、情報をプッシュ型で
タイムリーに提供するための機能の構築を進める。
・参加企業と参加学生とが交流前、交流会後もつながり続けることができる企業と学生の
交流会の開催。
・引き続き、高校生及び保護者に向けた県内企業の魅力発信や、学校関係者と県内企業と
の関係が深まる取組を実施。
・県外のUJIターン就職を希望する方に対して、移住支援室とも連携しながら、広報活動を
通じてさがUターンナビへの求人・求職双方の登録の充実を図る。
・移住希望者に暮らしやすさ、子育てしやすさといった佐賀県の魅力を知ってもらうた
め、市町と連携したセミナーや移住相談会、移住体験ツアー等に取り組む。
・2022年度の西九州新幹線の開業を見据えて、福岡県や長崎県など近隣県からの移住促進
を図るため、両県在住者を対象にそれぞれで情報発信を行う。
・ウィズコロナ、アフターコロナを見据え、今後も引き続き、大都市圏から地方への人の
流れが予想されることから、移住先としての本県の認知度を更に向上させるため、情報発
信の取組を強化する。

宿泊者数（宿泊観光客数）

〇新型コロナウイルス感染症による観光需要減少の影響により外国人宿泊者
数、日本人宿泊者数共に激減したことから目標達成はできなかった。
外国人宿泊者数　　 0.6万人泊　（2019年度比　98％減少）
日本人宿泊者数　　 156万人泊　（2019年度比　33％減少）

○国内からの宿泊観光客の誘致に関しては、新型コロナウイルス感染症によ
る県内観光業への深刻な影響を踏まえ、感染拡大の状況をみながら、県内や
隣県からの誘客強化を図って約38万人を送客し、観光業を下支えした。ま
た、コロナ後を見据え、新しい観光スタイルに取り組む事業を支援した。

○海外からの宿泊観光客の誘致に関しては、中国、韓国、台湾などの東アジ
アや経済成長が著しいシンガポール、タイなどの東南アジアを中心に取り組
んできたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、外国人の受け入
れ制限が拡大したことから、令和３年の外国人延べ宿泊者数は目標値の
437,500人を下回り、前年比83.1％減、コロナ禍前の令和元年との比較では
98.1％減の6,860人となっている。

○新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、観光需要が県民や近隣県在住者に限定さ
れるなど、新型コロナウイルス感染症の収束までは海外及び大都市圏からの観光客の誘客が行え
ない状況である。

○観光客から選ばれる地域になるためには分野や地域を超えた多様な地域関係者の関わりが必要
であるが、地域事業者や住民を巻き込みきれていない。また、観光地域としてのマーケティング
は必須であるが、地域におけるデータ把握や分析等のスキルをもつ人材が十分ではない。

○個人旅行が増加し、目的地が多様化していることから、行先によっては、Wi-Fi整備、多言語対
応、決済等に関して旅行中に困ることがあり、県内の地域や施設の受入環境はいまだ十分とは言
えない。また、ベジタリアンやビーガン等の多様な世界の食への対応も不十分。

○地域における課題は様々であり、観光への取組段階も異なるため、地域ならではの体験やおも
てなしを担う地域の自主・自立した体制づくりには一定の期間を要する。

○新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大による影響で、宿泊者数が激減しているた
め、withコロナ時代に沿う地域の魅力づくり、感染症対策等も徹底した受入環境の充実、
時宜を得た誘客の促進により、まずは、近隣地域の誘客から始め、国内の観光需要を回復
させるとともに、海外誘客の本格的再開も見据えた地域の魅力づくりや情報発信に取り組
む。

○　県内各地域における観光地域づくりの取組を引き続き支援することで「魅力づくり」
を図る。地域の観光の担い手に対し、講義やフィールドワークなどを通じた観光地域づく
りのノウハウやスキルの習得、継続的にＰＤＣＡを回すことによる持続可能な観光地域づ
くりを推進するとともに、魅力的なコンテンツ開発のために、事業者への直接支援（補助
金等）についても検討する。

○　誘客先を多角化するに当たっては、情報技術等を活用し、国や地域、個人で異なる嗜
好を踏まえた「情報発信」を行い、バランスのとれた観光拠点となるよう取り組む。

○　新たに設置した「九州佐賀国際空港観光案内所」では、国内外旅行者に向け筑後地区
を含めた広域的な観光情報の発信に取り組む。

③子育てし大県佐賀

～若い世代の結婚・出産・子育
ての希望を叶える～

合計特殊出生率

○「子育てし大県“さが”プロジェクト」として、出会いから結婚、妊娠・
出産、子育てといった各ライフステージに応じた切れ目ない支援に取組んで
いる。

○プロジェクトを効果的に推進していくため、庁内に「子育てし大県“さ
が”推進本部」を設置し、組織横断に様々な取組を行っている。（令和４年
度は14課68事業）

○合計特殊出生率は、全国的に減少傾向である中、本県においても、昨年
（1.59）から0.03ポイント減少し1.56であった。
【全国】R2：1.33　→　R1：1.30

○婚姻数は、2021年は2,992件で、前年の3,031件(2020年)から39組減少し
た。

○平均初婚年齢は、夫は30.1歳で前年より0.1歳低くなり（2020年は30.2
歳）、妻は29.1歳で前年と同じ水準であった。

○全国的に晩婚化の傾向は進んでいるが、佐賀県は全国と比較して、平均初婚年齢が低く特に男
性は全国で上位（男性2位、女性15位）。県内で生活している方は、比較的早い時期に結婚し、子
どもを産み育てている。

○夫婦の初婚年齢と子どもの数との関係を分析すると、男性の初婚年齢と兄弟姉妹の数には強い
相関があり、男性の初婚年齢が低いほど、子どもが多く生まれることが分かっている。（※女性
よりも男性の初婚年齢との相関が強い）

○結婚、出産、子育ての希望がかなう環境が整備されることにより、希望する子ども数と実際に
持つ子ども数との乖離が小さくなり、出生率の向上につながると考えている。

○子育てし大県“さが”推進本部の開催等を通じて、庁内横断的な取組は進めているが、合計特
殊出生率は様々な要因が複合的に絡み合っており、また個々の取組がすぐには出生率の向上に結
びつきにくくある。

○結婚すれば子どもを持つ割合は高い傾向にあるので、若いうちから結婚を含めたライフ
デザインを考えてもらうとともに、結婚を希望する人の願いが叶うような環境を社会全体
で作っていくことが合計特殊出生率を伸ばす鍵となると考えられる。

○新型コロナウイルス感染症の状況を見ながら、婚活イベントなどの出会いの場を創出す
る機会をつくりイベント情報を県のホームぺージに掲載するとともに、社員の出会いを応
援する「出会い結婚応援企業」に向け情報発信するなどし、周知を行う。

○子育て世代の多くが利用する「LINE」を入り口とした情報発信や、佐賀県版ネウボラと
して、母親向け相談アプリ「mamari」を活用し、いつでも相談できる体制を整備するな
ど、市町や関係機関との連携を密にしながら、安心して子どもを妊娠、出産し、健やかに
育てるための切れ目のない支援を行う。

○今後も、埋もれている課題やニーズに対応した施策を積み重ね、子育てし大県“さが”
をさらに推進する。

資料１－３
















